
   No.1056  2024.12.2310

お
知
ら
せ
：
次
号（
１
０
５
７
号
）は
１
月
６
日
発
行
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

マイナカード読取不要で申告書の送信可
申告書等の控えへの収受日付印が廃止、納税者自身で控えの管理が必要

税 務

　令和6年分の所得税の確定申告が2月17
日から始まる。国税庁では、「税務署に行
かずにできる確定申告」に向けて、スマー
トフォンとマイナンバーカードを利用した
確定申告を推進しているところだ。同庁で
は更なる利便性向上策として、令和6年分
確定申告よりスマホ用電子証明書に対応
し、条件を満たせばマイナンバーカードを
スマートフォンで読み取らなくても、申告
書の作成・e-Tax送信が可能になるとした。
スマホ用電子証明書とは、スマートフォン
に登録できる電子証明書で、署名用電子証
明書（英数字6～ 16文字の暗証番号）と利
用者証明用電子証明書（数字4桁の暗証番
号）の2種類がある。スマートフォンに電
子証明書機能を搭載することで、マイナン
バーカードを使うことなく関連サービスの
利用や申し込みが可能となる。利用には、
スマートフォンのマイナポータルアプリか

ら利用申請・登録を行う必要があるが、現
在対応しているのはAndroid端末のみで、
iOS端末は令和8年からの対応が予定され
ている。
　また、令和7年1月からは申告書等の控
えへの収受日付印の押なつが廃止される。
対象となる申告書等は、申告書のほか、申
請書・請求書・届出書等を含む、国税庁・
国税局・税務署に提出（送付）されるすべ
ての文書だ。国税庁は、令和7年1月以降
当分の間は、申告書等の提出時に、希望者
に対して申告書等の提出事実の確認方法を
案内するリーフレットに提出日付や税務署
名を付記し、交付するとしているが、必要
に応じて、納税者自身で控えの作成及び保
有、提出年月日の記録・管理が必要とな
る。同庁によると、申告書の提出を窓口や
郵送で受けた際に、収受日付印をそれぞれ
の書類に押したあと、誤って原本を納税者
に返却するなどのミスが稀にあるという。
収受日付印の廃止によって、こうした事務
ミスが改善されるとしている。
　令和5年分の確定申告では、申告者全体
の69%がe-Taxを利用した申告を行ってお
り、確定申告はe-Taxで行うことがスタン
ダードになっているといえる。一方で、確
定申告会場で申告をする納税者は全体の1
割程度のみで、同庁によると、この10年で
約230万人減少したという。

令和6年分確定申告は2月17日か
ら開始。スマホ用電子証明書の対
応により、スマホでマイナンバー
カードを読み取らなくても、申告
書の作成・e-Tax送信が可能に。

令和7年1月からは申告書等の控え
への収受日付印の押なつが廃止。
必要に応じて納税者自身で控えの
作成や保有を。
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